
To Realize Reliable Welfare, Public Health and Medical Care Services 
for Present and Future Generations

(3) 障害者（児）への支援
　東京都は、令和３年６月に策定した「東京都障害者・障害児施策推進計画」に基づき、障害者施策の総合的な展開に取り組んでいきます。

障害者手帳の所持者数
  現在、都内には身体障害者手帳の交付を受けている人が約 48 万９千人、愛の手帳（知的障害者・児を対象） の交付を受けている人
が約９万５千人、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人が約 13 万人います（令和３年３月末現在）。

障害者（児）の現状

　障害者が地域で安心して暮らし、いきいきと働ける社会を実現するため、障害者基本法に基づく「障害者計画」、障害者総合支援法に
基づく「障害福祉計画」、児童福祉法に基づく「障害児福祉計画」として「東京都障害者・障害児施策推進計画」を策定し、全庁を挙
げて障害者施策の総合的な展開に取り組んでいます。計画期間は、いずれも令和３年度から令和５年度までの３年間です。

東京都障害者・障害児施策推進計画
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令和 5 年度末までに、グループホームや就労のための訓練の場等について、7,660 人分の定員を新たに確保します。

障害者の地域生活基盤の重点的整備（特別助成）　
◯障害者（児）の地域での生活を支えるサービス基盤の充実を図るため、施設整備を行う設置者の負担を軽減する特別助成を実施し、地域
生活の基盤整備を促進します。
　また、児童発達支援センター、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所・放課後等デイサービス事業所を未設置地域に設置
する場合、補助額を上乗せし、障害児の支援体制の構築を推進します。

障害者・障害児地域生活支援３か年プラン（令和３年度から令和５年度）
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◯福祉サービスの体系

　地域社会における共生の実現に向けて、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため平成 25 年 4 月、「障害者自立支援法」を
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」とするとと もに障害者の定義に難病等が追加され、
平成 30年 4 月から、就労定着支援や自立生活援助のサービスが開始されました。

福祉サービス
　福祉サービスは、個別に支給決定が行われる「障害福祉サービス」と、区市町村の創意工夫により、利用者の状況に応じて柔軟に実施できる

「地域生活支援事業」に大別されます。「障害福祉サービス」は、介護の支援を受ける場合の「介護給付」と、訓練等の支援を受ける場合の「訓練
等給付」に分けられます。
　また、地域生活へ移行・定着を支援する「地域相談 支援給付」及びサービス等の利用・継続を支援する「計 画相談支援給付」があります。「地
域生活支援事業」は、事業内容や利用者負担が、区市町村ごとに異なります。

障害者総合支援法
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◯日中活動と住まいの場の組合せ
　入所施設のサービスを、昼のサービス（日中活動事業）と夜のサ
ービス（居住支援事業）に分けることにより、サービスの組合せを選
択できま
す。
　事業を利用する際には、利用者一人ひとりの個別支援計画が作
成され、利用目的にかなったサービスが提供されます。

◯障害福祉サービス利用の手続
　サービスの利用を希望する方は、区市町村の窓口に申請し、障害
支援区分（※）について認定を受けます。利用者は「サービス等利用
計画案」を「指定特定相談支援事業者」で作成し、区市町村に提出
します。
　区市町村は、提出された計画案や勘案すべき事項を踏まえ、支
給決定します。「指定特定相談支援事業者」は、支給決定さ れた後
にサービス担当者会議を開催し、サービス事業者等との連絡調整
を行い、「サービス等 利用計画」を作成します。
　その後サービス利用が開始されます。
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※障害支援区分とは
障害支援区分は、障害の多様な特性その他心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示すもので、6 段階
の区分（区分 1 から 6：区分 6 の方が支援の必要度が高い。）に分けられます。移動や動作等に関連する項目（12 項目）、身の回りの
世話や日常生活等に関連する項目（16 項目）、意思疎通等に関連する項目（6 項目）、行動障害に関連する項目（34 項目）、特別な医
療に関連する項目（12項目）の計 80 項目の調査を行い、審査会での総合的な判定を踏まえて区市町村が認定します。

※同行援護の利用申請の場合は、更に同行援護アセスメント票によ るアセスメントを行います。ただし、身体介護を伴わない場合
は、 障害支援区分の認定は行わないものとします。

※訓練等給付を利用する方は原則として障害支援区分の認定は必要 ありませんが共同生活援助（グループホーム）を利用する方
のうち、介護給付を利用しようとする方については、障害支援区分の認定が 必要となります。

◯障害福祉サービス及び 障害児支援の利用者
  負担額利用者負担には、所得に 応じた負担上限月額が設定され
ています（別途個別減免などの負担軽減措置あり）。食費や光熱水

費は、原則実費負担です（負担軽減措置あり）。
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自立支援医療（精神通院医療、更生医療、育成医療）
◯自立支援医療の利用者負担額
　利用者負担には、所得に応じた月額負担上限額が設定されて
います（詳しくは都又は区市町村で確認してください。）。入院時
の食事療養費又は生活療養費（いずれも標準負担額相当）は、
原則自己負担です（負担軽減措置あり）。精神通院医療について
は、申請により、区市町村民税非課税世帯に属する精神障害者
の利用者負担を、都独自に助成等を行い、無料としています。

補装具・日常生活用具
◯補装具費の支給
　支給決定は、障害者又は障害児の保護者からの申請に基づき、
区市町村が行います。
◯日常生活用具の給付・貸与
　給付決定は、障害者又は障害児の保護者からの申請に基づき、
区市町村が行います。
◯補装具費・日常生活用具の利用者負担額
　補装具費の利用者負担には、所得に応じた月額負担上限額が
設定されています（一定所得以上の方は補装具費支給対象外で
す。）。

　平成 24 年 4 月 1 日から、児童福祉法に基づく障害児を対象とした施設・事業が変わり、施設体系について、通所・入所の利用形態の
別により一元化されています。
　また、18 歳以上の障害児施設入所者については、障害者総合支援法の障害者施策で対応することになりました。

日常生活用具の利用者負担は、区市町村が決定します。

児童福祉法（障害児支援）

40

―34―

東京の福祉保健　日本語版2022.indd   35 2023/01/31   18:06:23



ヘルプマーク・ヘルプカードの普及啓発 
　義足や人工関節を使用している方、内部障害
や難病の方、妊娠初期の方など、援助や配慮
を必要としていることが外見 からは分からない
方々が、援助を得やす くなるよう、周囲の方に
配慮を必要とし ていることを知らせる「ヘルプ
マーク」や、障害者が緊急時や平時に周囲へ
支援を求める際に活用する「ヘルプカード」の
普及啓発を行います。

区市町村ヘルプマーク活用推進事業
　区市町村が地域の実情に応じて実施するヘルプマークの配布や
公共施設等における活用等に対して補助することにより、ヘルプ
マークの普及を図ります。

ヘルプカード活用促進事業
　ヘルプカードの活用を促進するため、区市町村にお けるヘルプ
カードに関する学習会・セミナー等の普及 啓発、ヘルプカードを
活用した防災訓練の実施などの取組を支援します。

  

　一人ひとりの希望や状況に応じて利用できる日中活動の場の確
保等を通じた社会参加の推進に取り組んでいます。          

コミュニケーション手段の確保と情報提供障害者の社会参加を促進す
るため、次の事業を実施しています。
○盲ろう者通訳・介助者の養成、派遣
○盲ろう者支援センター事業
○視覚障害者用図書レファレンスサービス
○視覚障害者用図書の製作・貸出
○点字による即時情報ネットワーク
○点字録音刊行物作成配布
○手話通訳者の養成、要約筆記者の養成
○中途失聴者・難聴者対象の手話・読話講習会
○聴覚障害者意思疎通支援事業
○聴覚障害者コミュニケーション機器の貸出
○字幕入り映像ライブラリー製作・貸出
○失語症者向け意思疎通支援事業

手話のできる都民育成事業
　聴覚障害に関する都民意識の向上や理解促進のため、手話の普
及啓発を図り、手話のできる都民を育成し、手話人口の裾野を広げ
ます。

障害者デジタル技術支援総合基盤整備
　障害者のデジタル技術に関する利用相談や情報提供、展示など
を行っています。また、地域における障害者デジタル技術活用支援
者の養成を行っています。

身体障害者補助犬の給付
  身体障害者に対し、身体障害者補助犬（盲導犬・介助犬・聴導犬）
を給付します。

共生社会の実現40

社会参加の支援

■東京都障害者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例

  東京に暮らし、東京を訪れる全ての人が障害の有無により分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合 いながら共生
する社会の実現を目指し、条例を制定しました。【施行日】平成 30 年 10 月 1 日

◯民間事業者による「合理的配慮の提供」の義務化

※合理的配慮の提供：障害者から、手助けや必要な配慮についての意思を伝えられたとき、負担が重すぎない範囲で、対

話に基づいて、必要かつ合理的な対応をすること。

○障害者や関係者、民間事業者等からの相談を受け付ける広域支援相談員の配置（東京都障害者権利擁護セ ンター）

○相談支援を行っても解決しない事案について、新たに調整委員会を設置するなど紛争解決の仕組みを整備

条例のポイント
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障害者休養ホーム
　障害者（児）が家族や仲間とくつろげる宿泊施設を指定し、施設
利用料の一部を助成します。

東京都障害者福祉会館
　障害者の福祉の増進を図るため、集会室の利用公開、相談など
を実施しています。

デジタル技術を活用した聴覚障害者コミュニケーション支援事業
　聴覚障害者が都の窓口へ来庁や電話をする際に、デジタル技術
を活用した遠隔手話通訳等を実施し、都における聴覚障害者の情
報保障を推進します。

　障害の有無にかかわらず、誰もがスポーツに親しめる「スポーツ
フィールド・東京」の実現を目指し、パラスポーツの情報発信・普及
啓発や環境整備を行うとともに、パラリンピックを始めとする国際
大会を見据 えた競技力向上事業を実施しています。

障害者がスポーツに親しむきっかけや環境づくり
◯情報発信と普及啓発
　障害者スポーツ専用ポータルサイト「TOKYO 障スポ・ナビ」や競
技スポーツ情報を提供する「パラスポーツスタートガイド」での情
報発信や、参加体験型スポーツイベント「チャレスポ！ TOKYO」の
開催等により、パラスポーツの理解促進・普及啓発を推進するとと
も に、障害者がスポーツをはじめるきっかけづくりを行っています
　また、パラスポーツ応援プロジェクト「TEAM BEYOND」事業で
は、競技大会の「観戦会」や都内のイベントでパラスポーツの体験・
展示を提供する「パラスポーツ体験プログラム」等を実施し、パラス
ポーツの魅力発信や認知度向上、競技観戦の促進を図っていきま
す。
◯場の確保と整備
　都内にある 2 つの障害者スポーツセンターに加えて、障害のあ
る人やパラスポーツの競技団体等が身近 な地域でスポーツ活動
ができるよう、都内の特別支援 学校を障害者スポーツの拠点の一
つとして位置付け、 都立特別支援学校の体育施設活用を促進する
ととも に、スポーツの体験教室を実施しています。
　また、障害のある人のスポーツ施設利用に際して、施設管理者が
配慮すべき点等をまとめたマニュアルの周知を図るとともに、区市
町村が主体的に取り組むパラス ポーツ事業や体育施設における
パラスポーツの実施を促進するための工事を支援することにより、
地域におけるパラスポーツの取組を促し、身近な地域でスポーツ
を楽しむことができる環境を整備しています。
　さらに、障害者スポーツに関する相談窓口を開設し、企業や競技
団体等の支援や相互の連携に向けた交流会 の実施、新しくスポー
ツを始める障害のある人への情報提供・助言等を行うとともに、自
宅や障害者福祉施設などで取り組める運動動画を紹介するなどの
取り組みを行っています。
◯支える人材の育成
　スポーツ関係者等を対象としたセミナーの開催、障がい者ス
ポーツ指導員の資格取得の促進、研修会や フォーラムの開催等、
障害者のスポーツ活動を支える人材の育成と資質向上を推進して
います。
　また、障害者スポーツボランティア情報のポータルサイト

「TOKYO 障スポ＆サポート」を通じて、ボランティアに募集情報等
を随時提供し、活動機会の拡充を図っています。
◯競技力向上
　パラリンピックなど国際大会で活躍するパラアスリートの継続的
な輩出に向けて、選手の発掘・育成・強化や、パラスポーツの団体
を支援し、競技力向上を図っています。

東京都障害者スポーツ大会の開催及び全国障害者スポーツ大会
への選手派遣
　スポーツを通じて、障害のある人が自らの体力の維 持増進及び
社会への参加と相互の交流を促進させると ともに、都民の障害の
ある人に対する理解の増進を図 ることにより、障害のある人の自立
の促進に寄与し、障害者スポーツの振興を図るため、東京都障害
者スポーツ大会を開催しています。
　また、障害者スポーツの全国的な祭典である全国障害者スポー
ツ大会へ選手・監督等を派遣しています。

東京都障害者スポーツセンター
　障害のある人がスポーツやレクリエーションを楽し めるように、
体育館やプールなどのスポーツ施設、集 会室などの文化施設、宿
泊施設、医事相談機能を備え た障害者スポーツ施設（２施設）があ
ります。

　長期の施設入所者や、いわゆる「社会的入院」の状態にある精神
障害者の地域生活への移行を促進するとともに、居住の場や在宅
サービスなどの地域生活基盤の充実に取り組んでいます。

地域での生活基盤の整備
　障害者（児）が地域で安心して暮らすことができるよう、「障害者・
障害児地域生活支援 3 か年プラン」を策定し、地域居住の場であ
るグループホームや日中活動の場である通所施設、ショートステ
イ、児童発達支援センターなどの地域生活基盤の整備を促進しま
す。

定期借地権の一時金に対する補助
  公有地又は民有地に定期借地権を設定して整備を行う事業者に
対して、一時金の一部を補助することにより、障害者（児）施設の整
備を促進します。

パラスポーツの振興

地域移行とサービス基盤整備の促進
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借地を活用した障害者（児）施設設置支援事業
　国有地又は民有地を借り受けて整備を行う事業者に対して、借
地料の一部を補助することにより、障害者（児）施設の整備を促進
します。

地域移行促進コーディネート事業
　障害者支援施設に地域移行促進コーディネーターを 配置し、都
内施設と都外施設相互間の連携を図りなが ら、区市町村や相談支
援事業所との連携体制を構築す るとともに、新規開拓・受入促進
員を配置し、重度障 害者に対応する地域の受け皿の掘り起し等を
実施する ことにより、施設入所者の地域生活への移行を促進しま
す。

都外施設入所者地域移行特別支援事業
　都外の障害者支援施設に入所する障害者を受け入れた都内の
グループホームに対して、地域生活移行当初の支援に要する経費
の一部を補助することにより、地域生活への移行及び定着を促進
します。

障害者地域生活移行・定着化支援事業
　地域生活への移行を希望する重度の入所施設利用者が、希望す
る地域でサービスを利用しながら安心して暮らせるよう、グループ
ホームへの移行後の相談援助等について支援を行うとともに、地
域で暮らす障害者及びその家族が将来にわたって地域で暮らし続
けるイメージを持つことを目的とした普及啓発等を行うことにより、
潜在的な入所待機者の解消を図ります。
　また、都外施設利用者の地域移行を支援する相談支 援事業所
に対し、支援に要する経費の一部を補助する ことにより、都内への
地域移行を促進するとともに、 相談支援事業所の機能強化を図り
ます。

障害児支援体制整備促進事業
　区市町村が障害児福祉計画に基づき実施する取組を支援する
ことにより、地域の実情に応じた障害児支援の体制整備の促進を
図ります。

児童発達支援センター地域支援体制確保事業
　児童発達支援センターが行う地域支援・地域連携の取組を支援
することにより、障害児の地域支援体制整備の促進を図ります。

障害児の放課後等支援事業
　地域の実情に応じて、重症心身障害児や医療的ケア 児に対して
放課後等支援を実施する区市町村を支援します。

都型放課後等デイサービス事業
　都で定める基準を満たす事業者へ運営等に要する経費の一部
を補助し、放課後等デイサービス事業所の支援の質の向上を図り
ます。

障害者グループホーム体制強化支援事業
　身体又は行動の特性上、特別な支援を必要とする重度の利用者
を受け入れるために、手厚い職員配置を行って体制を確保するグ
ループホームを支援します。

医療連携型グループホーム事業
　グループホームに、医療的ケアが必要な障害者に医療支援を行
う生活支援員を配置するとともに、勉強会を開催する等により、医
療との連携の検証・検討を行う区市町村を支援します。

障害福祉サービス等医療連携強化事業
　医療的ケアを要する障害者への支援のため、障害者支援施設等
に看護師を配置し、短期入所事業所等と訪問看護事業所の連携構
築や地域の障害者等に対する医療的な相談支援等に取り組む区
市町村を支援します。

短期入所開設準備経費等補助事業
　短期入所を新設する事業者に対して、家屋を借り上げる際に必
要な権利金等の開設準備経費の一部を補助することにより、短期
入所の設置促進を図ります。

地域生活支援拠点整備に向けた障害者（児）ショートステイ受入体
制支援事業
　有資格の支援員等を短期入所事業所に配置するなど、地域生活
支援拠点整備に向け、緊急時に重度障害者（児）を確実に受け入れ
られる体制確保に取り組む区市町村を支援します。

障害福祉サービス等提供体制の継続支援事業
　新型コロナウイルス感染症の発生した障害福祉サービス事業所
等が必要なサービスを継続して提供できるよう、通常時には発生し
ないかかり増し経費等に対して支援を行います。

在宅要介護者の受入体制整備事業
　在宅で障害者を介護する家族等が新型コロナウイルス感染症に
感染した際に、介護が必要な障害者が緊急一時的に利用できる短
期入所事業所に支援員等を配置するなど受入体制を整備する区
市町村を支援します。

  新規

  新規

―37―

東京の福祉保健　日本語版2022.indd   38 2023/01/31   18:06:23



新型コロナウイルス集団感染発生時等の職員応援派遣事業
　障害者支援施設等で集団感染が発生し、職員の出勤停止によ
り、人員が不足した場合等に備え、関係団体と連携・調整をし、当該
施設等に対して応援職員を派遣する体制を確保します。

新型コロナウイルス感染症防止対策のための専門的相談・支援事
業
　障害者支援施設等において、研修の実施など感染防止対策に係
る専門的な相談・支援を行うための体制を確保します。

障害者（児）施設の感染症対策推進事業
　障害者施設等における感染症対策の推進及び徹底を 図るため、
簡易陰圧装置等の設置経費等を補助します。

障害者支援施設等への集中的検査の実施
　重症化リスクの高い障害者（児）が利用する施設の 職員等を対
象として、集中的・定期的にＰＣＲ検査を 実施します。

障害者支援施設等における新型コロナウイルス感染症対策強化事
業
　感染者が発生した場合に影響が大きい障害者支援施設等の入
所者を対象として、スクリーニングを含むＰＣＲ検査等を実施した
場合の経費を支援します。

障害児を対象とした障害福祉サービス事業所における PCR 検査体
制の整備
　障害児通所支援事業所において、児童等の感染が判明し、保健
所による濃厚接触者の特定及び検査が即時に実施されない等の
場合に、感染拡大を未然に防止するため、ＰＣＲ検査を実施しま
す。

精神障害者地域移行体制整備支援事業
　指定一般相談支援事業者等に対し、専門的な指導・ 助言や地域
移行関係職員の人材育成のための研修を行うほか、ピアサポー
ターの育成や活用に向けた体制の整備を行うとともに、グループ
ホームの専用居室を活用した体験宿泊等を通じて、円滑な地域生
活への移行や安定した地域生活を送るための体制整備を行いま
す。

医療・福祉事業所内メンタルヘルスセルフケア等スキル向上支援
事業
　事業所におけるメンタルヘルスケアの取組を促進し、従事者の
心身の負担を軽減するため、管理・監督者等向けにオンライン研修
を実施します。

都営住宅
　家族向都営住宅募集の抽せん方式では、当せん確率 が一般世
帯より5 倍又は7 倍高くなる制度があります。また、住宅困窮度の高
い人から順に募集戸数分まで の方を入居予定者とするポイント方
式があります。

　精神障害者、重症心身障害児（者）、発達障害児（者）、高次脳機
能障害者、医療的ケアを必要とする障害児への支援について、多様
な施策展開により充実を図っています。

地域における精神科医療提供体制の整備
　一般診療科との円滑な連携を構築するとともに、精神科病院と
診療所等の連携を強化し、身近な地域で必要な時に適切な医療を
受けられる体制整備を推進します。区市町村、保健所等関係機関と
連携し、医療中断等により地域での安定した生活が難しい精神障
害者に対するアウトリーチ支援を行います。

在宅レスパイト・就労等支援事業
　在宅の重症心身障害児（者）及び医療的ケア児の家族の休養（レ
スパイト）や就労等を支援するため、家族に代わって、一定時間医
療的ケア等を行う看護師の派遣に取り組む区市町村を支援しま
す。

重症心身障害児等在宅療育支援事業
　在宅の重症心身障害児（者）及び医療的ケアを必要とする障害
児の家庭に看護師等を派遣し、看護技術の指導や療育相談を行い
ます。
　また、NICU 等に入院している対象者について、在宅での生活を
希望した際に円滑に移行できるよう、対象者とその家族への早期支
援や相談等を行うとともに、研修の実施等により地域の訪問看護師
のレベルアップを図るなど、支援の充実を図ります。

重症心身障害児（者）短期入所（受入促進員配置）
　ショートステイ実施施設において、高い看護技術を持った看護師
を受入促進員として配置し、特に医療 ニーズが高い在宅の重症心
身障害児（者）の積極的な受入れの促進を図ります。

身近な地域の医療支援体制の充実
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重症心身障害児（者）通所委託（受入促進員配置）
　都が指定する重症心身障害児（者）通所事業所において、高い看
護技術を持った看護師を受入促進員として配置し、特に医療ニー
ズが高い在宅の重症心身障害 児（者）の積極的な受入れの促進を
図ります。

重症心身障害児（者）通所運営費補助事業
　在宅の重症心身障害児（者）に日中活動の場を提供し、療育を
実践するため、都が区市町村を通じて通所施設における適切な
療育環境の確保を図ります。

重症心身障害児施設における看護師確保対策事業
　医療型障害児入所施設、療養介護事業所等で働く看護師に対
し、研修及び資格取得の機会を提供するとともに、勤務環境の改善
及び看護師募集対策の充実を図ることにより、看護師の確保・定着
を図ります。

医療的ケア児に対する支援のための体制整備
　医療的ケアを必要とする障害児の支援に係る関係機 関の連携
強化や支援策について検討を行う協議会を設 置するとともに、地
域で医療的ケア児に対する支援を適切に行うことができる人材を
養成するための研修を実 施します。

医療的ケア児支援センター事業
　医療的ケア児及びその家族が医療的ケア児一人ひとりの心身の
状況等に応じた適切な支援を受けられるようにするため、医療的ケ
ア児支援センターを設置し、相談支援や情報提供を行うとともに、
支援に関わる人材を養成します。

発達障害者支援体制整備推進事業
　発達障害児（者）支援体制の充実を図るため、区市町村の相談支
援員や、医療従事者など専門的人材の育成を進めます。また、発達
障害に対する支援拠点の整備や関係機関連携など、区市町村の支
援体制の構築を支援します。

ぺアレントメンター養成・派遣事業
　発達障害児（者）の家族の社会的及び心理的孤立を 防ぎ、地域
で安心して生活できるよう、同じ発達障害のある子供を持つ親の立
場から相談・助言するペアレントメンターの養成や、家族同士で支
援できる体制の構築等を支援します。

発達障害専門医療機関ネットワーク構築事業
　専門性の高い医療機関を中心としたネットワークを構築し、地
域の医療機関に対して実地研修等を実施することで、発達障害を
早期に診断する体制を確保します。

高次脳機能障害支援普及事業
　高次脳機能障害者の支援拠点である心身障害者福祉センター
において、高次脳機能障害者とその家族に対する専門的な相談
支援を実施するとともに、区市町村や関係機関との地域支援ネッ
トワークの構築や人材育成研修、都民への広報・啓発等を実施し、
支援の充実を図ります。
　また、高次脳機能障害のリハビリの中核を担う病院 において、
医療機関や地域の支援機関との連携強化を 図るとともに、医療
従事者等を対象とした研修を行います。

区市町村高次脳機能障害者支援促進事業
　区市町村に高次脳機能障害者支援員を配置し、高次 脳機能障
害者とその家族に対する相談支援を実施する とともに、地域の医
療機関や就労支援センターなど関 係機関との連携を図り、身近
な地域での支援の充実を図ります。

　障害者がそれぞれの状況に応じて、安心して働き続けられるよ
う、行政・企業・福祉施設が一体となって支援していきます。

東京都障害者就労支援協議会による連携強化
　経済団体、企業、労働・福祉・医療・教育関係機関、就労支
援機関、学識経験者等で構成する「東京都障害 者就労支援協議
会」を通じて関係機関で連携しつつ、 社会全体で障害者雇用の拡
大に取り組む機運を醸成します。

「東京チャレンジオフィス」の運営
　都庁において、知的障害者、精神障害者が会計年度任用職員
や短期実習生として就労経験を積む機会を提供することで、一般
企業への就労を支援します。

自立に向けた就労促進策の拡充
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就労支援体制レベルアップ事業
　区市町村障害者就労支援センターのコーディネー ターや就労
移行支援事業所の支援員等を対象に、障害 者の就労支援を行う
上で必要な知識・情報、技術、コミュニケーション能力の習得に
資する体系的な研修を行い、就労支援に従事する人材の資質・
能力の向上を図ります。

就労支援機関連携スキル向上事業
　障害者の特性や企業ニーズを的確に把握し、障害者の安定的
な雇用継続に向けた適切な支援を提供できるよう、就労支援機関
等を対象に、企業へのアプローチ・マッチングや精神障害者の就
労支援に必要な医療機関 との連携及び就労定着支援に必要な知
識・スキルを付与する各種研修を実施し、支援力の向上を図りま
す。

区市町村障害者就労支援事業
　区市町村が設置する「区市町村障害者就労支援センター」に
おいて、就職準備から職場開拓、職場定着までの就労面の支援と、
就労に伴う生活面の支援を一体的に提供することで身近な地域で
の相談・支援体制を強化します。

精神障害者就労定着連携促進事業
　都内各障害者就業・生活支援センターに医療機関連携コーディ
ネーターを配置し、就労支援機関と医療機関との連携をすすめま
す。また、都内6 圏域で精神障害者就労定着支援連絡会を実施し、
精神障害者が地域で安定して働き続けるために必要な医療機関・
就労支援機関・企業等の連携
を促進します。

就労継続支援Ａ型事業所経営適正化事業
　就労継続支援Ａ型事業所に対し、経営向上セミナーの実施やア
ドバイザーの派遣等により、企業的経営手法の導入を図ることで、
収益性向上や業務の効率化等適正な事業所運営に向けた取組を支
援します。就労継続支援Ａ型事業所に対し、経営向上セミナーの
実施やアドバイザーの派遣等により、企業的経営手法の導入を図
ることで、収益性向上や業務の効率化等適正な事業所運営に向け
た取組を支援します。

福祉施設における工賃アップの推進
　区市町村が意欲ある事業所に対して経営コンサルタントを派遣
する経費及び工賃アップ推進経費を補助することで、都内の福祉
施設の工賃水準の向上を目指します。
　また、工賃引き上げのための研修を実施することにより、施設
職員の経営意識と利用者のモチベーションを高め、工賃向上に向
けた気運の醸成を図ります。

　障害福祉サービス等の質の維持・向上のため、これらのサービ
スを担う人材を安定的に確保し、育成・定着を図っていきます。

障害福祉サービス等職員宿舎借り上げ支援事業
　職員住宅の借上げを支援することで、福祉・介護人材の確保・
定着を図るとともに、施設等による防災の取組を計画的に進め、

サービスを担う人材の養成・確保

受注促進・工賃向上設備整備費補助事業
　受注機会の増大及び工賃向上を目的とした生産設備を整備す
る福祉施設に対して補助を行います。

区市町村ネットワークによる共同受注体制の構築
　都における共同受注体制の在り方を検討するととも に民需及び
官公需の開拓を行うことで、障害者就労施設における受注拡大及
び工賃向上を図ります。

福祉・トライアルショップの展開
　福祉施設の商品を扱うトライアルショップ「KURUMIRU」（くる
みる）を安定して運営するとともに、ネット通販を実施し、就労継
続支援 B 型事業所における自主製品の販路拡大及び工賃向上を
図ります。

商品開発等業務改善支援モデル事業
　新たな販路開拓や利益率の向上に向け、商品開発、 営業手法、
作業に係る工程管理等への支援を、就労継 続支援Ｂ型事業所に
対してモデル事業として実施する ことにより、工賃向上の実現を
図ります。

作業所等経営ネットワーク支援事業
　福祉施設で働く障害者の工賃アップを目指して、区市町村が地
域の複数の作業所等をネットワーク化し、受注先開拓、共同受注、
共同商品開発、製品の販路拡大などの活動に取り組むことを支援
します。

職業訓練と職業相談
　公共職業訓練施設として東京障害者職業能力開発校 がありま
す。就職等に関する相談は公共職業安定所な どで行っています。

東京しごとセンター 専門サポートコーナー
　就労を希望しながらも、障害や、社会的、経済的そ の他の事
由により就労することが困難な方に対して、 就労準備から就労後
の定着まで、専門のスタッフが連 携してチームによるきめ細かい
支援を行います。

東京ジョブコーチ支援事業
　都独自に養成した「東京ジョブコーチ」が、障害者を雇用する
企業へ出向いて障害者、企業双方への支援を行うことにより、職
場定着を図ります。

  新規
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地域の災害福祉拠点として、災害時の迅速な対応を推進します。

代替職員の確保による障害福祉従事者の研修支援事業
　都内の障害福祉サービス事業所等が職員の専門性の向上を図
るため研修等を受講させる場合に、受講期間中の代替職員を派
遣することで、福祉・介護職員の資質向上を図ります。

現任障害福祉サービス等職員資格取得支援事業
　障害福祉サービス事業所等で働く職員が国家資格を取得する際
に掛かる経費の一部を補助することにより、職員の育成及びサー
ビスの質の向上を図ります。

障害福祉サービス等事業者に対する経営管理研修事業
　障害福祉サービス事業所等の経営者等に対し、人材マネジメン
ト等の研修を実施することで、事業所における職員の定着や資質
向上を図ります。

区市町村障害福祉人材確保対策事業
　区市町村が実施する障害福祉人材対策への支援を行 うことで、
地域社会を支える障害福祉人材の確保・育成・定着を図ります。

障害福祉サービス事業所職員奨学金返済・育成支援事業
　奨学金返済相当額の手当支給と、計画的な人材育成に取り組
む事業者を支援し、福祉・介護人材の確保・育成・定着を図ります。

福祉・介護職員処遇改善事業
　福祉・介護職員を対象に、賃金改善を行う障害福祉サービス
事業所等に対して、当該賃金改善を行うために必要な経費を支援
します。

福祉・介護職員処遇改善加算取得促進事業
　福祉・介護職員処遇改善加算等の取得等に係る助言・指導等
を行うことにより、事業所における加算の新規取得を促進し、職
員の確保及び定着を図ります。

グループホーム従事者人材育成支援事業
　グループホームの従事者に対し、利用者への支援を行う際に必
要となる知識を習得するための研修を実施することで、グループ
ホームのサービスの質の向上を図ります。

障害者支援施設等支援力育成派遣事業
　障害者支援施設等において、利用者の高齢・重度化や強度行
動障害等への対応力を向上させるため、専門職等を派遣し、施
設の支援力強化を図ります。

介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業
　障害者施設等において、適切にたんの吸引等の医療的ケアを
行うことができる介護職員等を養成するとともに、たんの吸引等の
業務を行う従事者の認定及び事業者の登録等を行います。

東京都障害者ピアサポート研修事業
　質の高いピアサポート活動実現に向け、ピアサポーターとして
従事する者や、障害福祉サービス事業所等の管理者等に対し研
修を行います。

障害福祉サービス等人材育成・定着支援事業
　雇用環境・業務管理に係る課題への解決方法や、先進事例の
紹介等を行うことで、障害福祉サービス事業所等における福祉人
材の育成・定着に向けた取組を支援します。

障害者支援施設等におけるデジタル技術等活用支援事業
　障害福祉分野における業務の生産性及び支援の質の向上に向
けた取組を促進するため、障害者支援施設等におけるデジタル技
術等の導入を支援します。

　障害者（児）に対する医療費の助成や、必要なときに適切な
医療が受けられるような医療制度の充実などの取組を進めていま
す。

心身障害者（児）医療費の助成
　重度の身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者を対
象に、一定の要件を満たす場合には、医療費の自己負担分の一
部を助成しています。

精神障害者医療費の助成
　自立支援医療費（精神通院医療）の自己負担分の一部や 18 
歳未満の方の入院医療費の一部を助成しています。

手当の支給
　障害者（児）の福祉の増進を図ることを目的に、手当の支給を
行っています。国の制度として、特別障害者手当、障害児福祉手当、
特別児童扶養手当があります。都の制度として、重度心身障害者
手当、心身障害者福祉手当などがあります。

障害者（児）に対する医療支援・手当の支給
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障害に関する相談・療育支援、その他

心身障害者（児）歯科診療
　心身障害者（児）を対象に、東京都立心身障害者口腔保健セ
ンターや心身障害児施設などで専門の歯科診療を行っています

（P.97 参照）。

精神科救急医療体制
　公立及び民間病院等の協力を得て、夜間休日の精神科救急医
療を実施しています。
　また、夜間においては精神科の初期救急や、身体合併症を含
む二次救急にも対応し、救急医療体制の充実を図っています。

精神保健指定医による診察
　精神保健福祉法に基づき申請、通報又は届出のあっ た者につ
いて精神保健指定医による診察を行い、精神 障害者への医療や
保護を実施しています。診察の結果、精神障害者が、その精神
障害のために、自傷他害のお それが著しいと認められた場合に
は、国・都立病院や 指定病院に入院させる制度があります。

災害拠点精神科病院等の整備
　災害時において、被災病院から入院患者を受け入れる医療
機関を「災害拠点精神科病院」及び「災害拠点精神科連携病
院」に指定し、災害時の精神科医療提供体制の強化を図って
います。

災害時こころのケア体制整備事業
大規模災害時の被災地において、こころのケアに関する対応が円
滑かつ迅速に行われるよう、精神科医療及び精神保健活動への
支援体制を整備し、災害支援体制の強化を図っています。

　障害者（児）やその家族などが抱える生活上の問題の相談窓
口を、児童相談所や福祉事務所（区市・都）、保健所に設置して
いるほか、専門的な機関等を設けています。

東京都心身障害者福祉センター
　身体障害者更生相談所及び知的障害者更生相談所として、補
装具及び愛の手帳の判定（18 歳以上）並びに区市町村に対する
専門的支援などを行っています。
　また、身体障害者手帳及び愛の手帳の発行等の業務も行って
います。

高次脳機能障害専用電話相談
　東京都心身障害者福祉センターでは、高次脳機能障害者の支
援拠点機関として、本人・家族に対して生活や就労などの様々な
相談に応じています。

（総合）精神保健福祉センター
　精神障害者に対して専門職が医療や自立生活などの相談に応
じ、適切な指導や援助を行っています。
　また、精神医療審査会の事務や精神障害者保健福祉手帳の申
請に対する審査、自立支援医療費（精神通院医療）の支給認定
に関する事務などを行っています。

発達障害者支援センター
　相談支援、発達支援、就労支援などを行う専門機関です。自
閉症など発達障害を有する障害児（者）とその家族に対して、関
係機関と連携しながら各種相談や支援を行っています。

夜間こころの電話相談
　夜間に、臨床心理士や精神保健福祉士などによるこころの健康
に関する相談を行っています。

小児総合医療センターこころの電話相談室
　子供の発達やこころの問題、受診への迷いなどについて、心理
職が電話での相談に応じます。

障害者虐待への対応
　障害者虐待に関する相談や通報等については、区市町村その他
関係機関と連携して対応しています。 虐待を受けたと思われる障害者
を発見した方や、障害者虐待について相談したい方は、区市町村障
害者虐待防止センター又は東京都障害者権利擁護センターに御連絡
ください。
　また、区市町村の担当職員及び施設・事業所の管理者等を対象に、
障害者虐待について理解を深め、専門性の強化を図るための研修を
実施しています。

旧優生保護法一時金受付・相談窓口
　「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対 する一時金
の支給等に関する法律」により、国に一時 金等の支給を請求す
る場合の相談や請求書を受け付けています。
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障害者に関するマーク等

■ 障害者のための国際シンボルマーク
障害のある方が利用しやすい建築物や公共輸送機関であることを示

す、世界共通のマークです。車いすを利用する方だけでなく、障害の
ある全ての方のためのマークです。

■ 盲人のための国際シンボルマーク
世界盲人連合で 1984 年に制定された世界共通のマークで、視覚障害者の

安全やバリアフリーに考慮された建物・設備・機器などにつけられています。
信号や音声案内装置、国際点字郵便物、書籍、印刷物などに使用されています。

■ 身体障害者標識（身体障害者マーク）
肢体不自由であることを理由に運転免許に条件を付された方が車に

表示するマークです。やむを得ない場合を除き、このマークをつけた
車に幅寄せや割り込みを行った場合には、道路交通法違反となります。

■ 聴覚障害者標識（聴覚障害者マーク）
政令で定める程度の聴覚障害のあることを理由に運転免許に条件を付さ

れた方が車に表示するマークです。やむを得ない場合を除き、このマークを
つけた車に幅寄せや割り込みを行った場合には、道路交通法違反となります。

公益財団法人日本障害者
リハビリテーション協会
電話 03-5273-0601
FAX 03-5273-1523

社会福祉法人
日本盲人福祉委員会
電話 03-5291-7885
FAX 03-5291-7886

各警察署

各警察署

■ 耳マーク
聴覚に障害があることを示し、コミュニケーション方法に配慮を求め

る場合などに使用されているマークです。また、自治体、病院、銀行などが、
聴覚障害者に援助をすることを示すマークとしても使用されています。

■ ほじょ犬マーク
身体障害者補助犬法の啓発のためのマークです。補助犬とは盲導犬、介助犬、聴

導犬のことを言います。身体障害者補助犬法に基づき、不特定多数の方が利用する
施設（デパートや飲食店など）では、補助犬の受け入れが義務付けられています。

■ オストメイトマーク
オストメイト（人工肛門・人工膀胱を造設した方）を示すシンボルマー

クです。オストメイト対応のトイレ等の設備があることを示す場合な
どに使用されています。

■ ハート・プラスマーク
内臓に障害のある方を表しています。心臓疾患などの内部障害・内臓疾患は
外見からは分かりにくいため、様々な誤解を受けることがあります。そのよう
な方の存在を視覚的に示し、理解と協力を広げるために作られたマークです。

■ 「白杖SOSシグナル」普及啓発シンボルマーク
白杖を頭上 50cm程度に掲げて SOSのシグナルを示している視覚に

障害のある人を見かけたら、進んで声をかけて支援しようという「白
杖SOSシグナル」運動の普及啓発シンボルマークです。

■ 手話マーク
聴覚に障害がある方が、手話でのコミュニケーションの配慮を求める場合

に提示されるマークです。また、自治体、民間施設、交通機関の窓口などで、
手話での対応が可能であることを示すマークとしても使用されています。

■ 筆談マーク
聴覚や音声機能等障害がある方などが、筆談でのコミュニケーションの配慮を

求める場合に提示されるマークです。また、自治体、民間施設、交通機関の窓口など
で、筆談での対応が可能であることを示すマークとしても使用されています。

一般社団法人全日本難聴者・中途失聴者団体連合会

FAX 　03-3354-0046
E-mail zennancho@zennancho.or.jp

HP https://www.zennancho.or.jp/

東京都福祉保健局障害者
施策推進部計画課
電話 　03-5320-4147

電話 　03-3225-5600

FAX 　03-5388-1413

公益社団法人
日本オストミー協会
電話 　03-5670-7681
FAX 03-5670-7682

特定非営利活動法人
ハート・プラスの会

HP   https://www.normanet.
ne.jp/̃h-plus/

岐阜市福祉部福祉事務所
障がい福祉課
電話 　058-214-2138
FAX 058-265-7613

HP   https://www.jfd.or.jp/

一般財団法人全日本ろうあ連盟
電話 　03-3268-8847
FAX 03-3267-3445

HP   https://www.jfd.or.jp/

一般財団法人全日本ろうあ連盟
電話 　03-3268-8847
FAX 03-3267-3445
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　援助や配慮を必要としている方々が周囲の方に配慮を必要としていることを
知らせることができるマークです。義足や人工関節を使用している方、内部障
害や難病の方、または、妊娠初期の方など、援助や配慮を必要としているこ
とが外見からは分からない方がいます。そうした方々が、周囲の方に配慮を
必要としていることを知らせることで、援助が得やすくなるよう、「ヘルプマーク」
を作成しました。
　障害者等で利用を希望する方に、都営地下鉄の駅等でヘルプマークを配布
するとともに、全ての都営交通の優先席にステッカーを標示しています。

◆ヘルプマーク

　障害者が、緊急時や平時に、周囲に理解を求めるための手段として、緊急連絡先や必要な支援内容を記載した「ヘルプカード」
を所持し、都内で統一的に活用できるよう、標準様式を策定しました。また、作成ポイントや支援者に必要な配慮をまとめた区市
町村向けガイドラインを作成しました。
　各区市町村において、標準様式による「ヘルプカード」の作成が進み、障害者が都内で広く活用できるよう、普及促進を図っ
ていきます。

◆ヘルプカード
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